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コスト削減と災害対策を両立する 
グリーン基地局向け電力制御技術 

 

ドコモでは環境に優しく災害に強いグリーン基地局の展
開を進めており，課題としてコスト削減と災害対策の両立
が求められている．そこで，2016年予定の電力小売市場
自由化を見据えた複数局間での予測制御および連携制御技
術を考案し，グリーン基地局の電力使用効率最大化や蓄電
池コスト削減，および，バックアップ時間の確保を実現し
た．なお，本研究は早稲田大学大学院 先進理工学研究科
若尾研究室（若尾真治教授）との共同研究により実施し
た． 

 

  

1. まえがき 
現在，世界中でエネルギー問題が

注目を集めている．国内では東日本

大震災による停電被害が起こり，延

べ停電軒数は東北電力で約466万軒，

東京電力で約405万軒と大規模にな

り，エネルギー安定供給の脆弱性を

露見させた[1]．ドコモでも震災発生

時は基地局のバッテリ枯渇によって

通信途絶が発生しており，災害時の

エネルギー対策は重要な課題の1つ

となった． 

また，直近では2016年の電力小

売市場自由化に備えた動きも見られ

ており，例えば各電力会社は消費者

のさまざまな生活パターンを想定し

た多様な電気料金プランを提供し始

めている．また，スマートメータ＊1

設置などの背景により，料金単価の

高い昼の電力使用量が多いとわかっ

た場合，適切な電気料金プランに変

更して電気料金を削減するといった，

従来以上に利用者側の工夫が求めら

れる世の中に変わりつつある． 

このようにエネルギーをめぐる社

会情勢が変化する中，ドコモグルー

プの消費電力は2013年度におよそ

29億kWh/年に達し，コスト削減や

CO₂削減の観点から，環境・エネル

ギー問題は重要な経営課題となった．

そのためドコモでは，自然エネル

ギーを活用し，災害に強く，環境に

優しい無線基地局用エネルギーシス

テムの研究開発を進めている．大容

量リチウムイオン蓄電池（以下，蓄

電池）と太陽電池（以下，PV：

PhotoVoltaics）パネルを備えたグ

リーン基地局はその一環であり，蓄

電池あるいはPVのみの運用が状況

によって可能となる．グリーン基地

局の装置構成を図1に示す． 

グリーン基地局は，昼間にPVで

発電した余剰電力を蓄電池に蓄えた

り，電気料金単価が安い夜間に蓄電

池を充電して日中の商用電力削減の

ため蓄電池から放電したりといった，

エネルギーの有効活用を実現する[2] 

[3]．PVと夜間電力を活用した制御

および蓄電池充電率（SOC：State 

Of Charge）の例を図2に示す． 

グリーン基地局の有効性と信頼性

を立証するため，現在までに関東甲

信越地域にフィールド試験局として

10局を設置済みであり，その実績か

ら，全国に商用局としてのグリーン

基地局を11局設置し，全国展開を開

始した． 

このような特徴を持つグリーン基

地局の導入展開を進めるためには2

つの主要な課題が存在する． 

1つめの課題はコストである．既

存基地局をグリーン基地局化するに
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＊1 スマートメータ：電力の使用状況をリアル
タイムに計測し，見える化するための装
置． 

 
 
 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 2 81

太陽電池（PV）

無線装置
（電子負荷装置）

装置本体

無線装置
（電子負荷装置）

蓄電池

太陽電池（PV）

商用電源 整流器

電力
コントローラ

制御により電力
高効率化を実現

 
図1 グリーン基地局の装置構成 
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図2 PVと夜間電力を活用した制御およびSOCの例 

は，災害直後の高トラフィック時間

帯を6時間以上カバーするバック

アップ能力を持つ蓄電池，十分な発

電能力のPV，効率的な電力制御を

可能とする電力コントローラを設置

するため，追加のイニシャルコスト

が発生する．よって，グリーン基地

局では電力制御をさらに高効率化さ

せ，既存基地局以上のランニングコ

スト削減が必要である． 

2つめの課題は災害対策である．

前述したように，グリーン基地局は

PVと蓄電池を備えており，環境面

での配慮に加え，コスト面での費用

対効果を高めるため，これまで破棄

していたPV発電の余剰電力や夜間

電力を蓄電池に充放電することで，

日中使用する商用電力を削減してい

る．だが，放電は災害時のバック

アップ時間を減少させることにもつ

ながるため，蓄電池容量や放電量な

どを算出し，放電を必要最低限に抑

える必要が生じる． 

したがって，グリーン基地局の導
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図3 パレート最適解の例 

入展開を進めるためには，コスト削

減と災害対策をさらに向上させる手

法の確立が必要である．本稿では，

以上の2つの課題を解決するために

実施した電力制御技術について解説

する． 

なお，本研究は早稲田大学大学院 

先進理工学研究科 若尾研究室（若

尾真治教授）との共同研究により実

施した．後述するように，本稿の課

題解決には予測制御の活用が有効で

あることから，本研究においては

気象庁GPV（Grid Point Value）

データ＊ 2，JIT（Just-in-Time）

モデリング＊3を用いて日射量予測を

行う予測制御技術の確立について取

り組んできた[4]． 

2. 電力制御最適化計算 
2.1 多目的最適化 
電力制御最適化においては，前述

したようにトレードオフの関係にあ

るコストと災害対策の2つの課題を

同時に解決する必要がある．本研究

では多目的最適化計算による課題解

決を検討した． 

一般に最適化とは，1つの目的に

対する最適化を意味することが多い．

しかし，実社会に存在するさまざま

な問題の多くは，複数の評価基準を

同時に考慮する必要がある．このよ

うな問題に対処する手法として多目

的最適化があり，この計算によって

複数算出される解をパレート最適解

と呼び，目的に合った制御を選択す

ることが可能になる． 

グリーン基地局に用いた場合の一

例として，「蓄電池容量」と「電気

料金」の2つを評価関数として計算

したパレート最適解を図3に示す．

図3のとおり，蓄電池容量を増やし

た場合，ランニングコストの電気料

金は下がるがイニシャルコストの設

置費用は上がる．蓄電池容量を下げ

た場合，電気料金は上がるが設置費

用は下がる．このようなパレート最

適解が数多く存在し，その中から

「電気料金削減」を重視している解

や「電池コスト削減」を重視してい

る解など，状況に合わせた解を選択

することが可能である．以下で具体

的な計算条件について説明する． 

2.2 評価関数および設計変数 
今回は2つの課題を解決するため，

「電気料金」と「耐災指標」の2つ

の評価関数を設定した．電気料金は

電気料金単価と購入電力量の積とし，

耐災指標は停電発生時の蓄電池での

運用能力を指標化したものである．

グリーン基地局の蓄電池容量と無線

装置消費電力を考慮して評価する必

要があるため，放電深度＊4を最大

バックアップ時間で除した値を用い

て評価した．いずれの評価関数も値

が小さいほど，優れた制御だと評価

できる．また，電気料金と耐災指標

の両面で最適な電力制御手法を算出

するため，蓄電池の充放電量と他局

＊4 放電深度：満充電したときに何％まで放電
するかを表す指標． 

 
 

＊2 気象庁GPVデータ：気象庁が提供している
気象数値シミュレーションの格子点デー
タ. 

＊3 JITモデリング：データベース中の近傍
データを選択するブラックボックスモデリ
ングの一種. 
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表1 フィールド試験局３局の仕様 

 茨城局 長野局 新潟局 

消費電力 1.2kW 2.3kW 1.0kW 

蓄電池容量 40kWh 27kWh 9.3kWh 

PV容量 2.0kW 3.0kW 4.5kW 

に電力を送る電力融通量を変動させ

る設計変数＊5をそれぞれ設定した．

具体的には，発電予測を考慮した調

整係数と，電力融通を考慮したSOC

しきい値である．詳細については後

述する． 

2.3 その他の前提条件 
計算の前提となるいくつかの条件

について説明する．まず，充放電範

囲は災害直後の高トラフィック時間

帯をカバーするため，基地局バック

アップ時間6時間を常に満たすこと

とした．また，グリーン基地局の装

置条件は，実際に設置済みのフィー

ルド試験局3局の装置仕様に基づき，

PV発電についてはこの3局の実デー

タを使用した．各局の装置条件を表1

に示す．なお，電気料金は3局の設

置場所にある該当電力会社の低圧電

力を単価とした． 

3. 予測を用いた 
広域連携制御 

3.1 予測制御 
⑴概 要 

実際に最適化計算を用いて電力制

御を行う場合，不安定なPV発電を考

慮する必要があるため，日射量予測

技術を用いた発電予測が必要となる．

また，放電量の制御について検討を

行ったところ，余剰電力発生の直前

に蓄電池から同量だけ放電する簡便

な制御手法であるPDESP（Prior 

Discharge Equivalent to Surplus PV 

power）の有効性を確認できた[5]．

しかし，コスト削減と災害対策の両

方の課題解決に有効であるPDESP

も，あくまで発電量の予測値を用い

て制御するため，どうしても予測誤

差の影響を受けてしまう．そのため，

予測誤差を考慮した模擬的な予測値

を使用して，誤差影響を最小限に抑

える最適化計算を検討した． 

⑵予測誤差への対応 

予測誤差の影響として，余剰電力

を過大予測した場合，充電可能量以

上の放電をして低SOCに陥る可能

性があるため，災害対策であるバッ

クアップ時間が減少してしまう．ま

た，過小予測した場合，余剰電力を

すべて吸収しきるには蓄電池の空き

容量が不足し，電力破棄に伴いコス

トが上がってしまう．そこで，過大

予測，過小予測のそれぞれについて

対応を行った． 

過大予測への対応として，設計変

数に予測の調整係数を設定する手法

を導入した．具体的には予測値に減

少率をかけて，低SOCに陥るのを

防ぐという手法である．これにより，

コスト削減にはほとんど影響を出さ

ずに，耐災指標を大きく改善するこ

とができた． 

過小予測への対応としては，SOC

基準値を設定する手法を導入した．

満充電にならないように商用電源か

らの充電に上限（SOC基準値）を

設けて，蓄電池に過小予測誤差分を

吸収できるようにする手法である．

これにより余剰電力の破棄量を削減

することができた． 

3.2 連携制御 
ドコモではこれまでに単局での電

力制御に取り組んできたが，さらに

電力制御を高効率化させるべく，基

地局間で電力融通を行う連携制御に

ついて検討を行った．連携制御とは，

天候が悪くPV発電量が低い基地局

に対して，余剰電力が発生している

基地局が電力を融通するといった制

御である．これにより，蓄電池設置

容量や充放電回数の削減が可能なた

め，蓄電池コスト削減，蓄電池長寿

命化，バックアップ時間向上が期待

できる．今回は電力売買や託送＊6を

想定した電力融通制御について最適

化計算を行った． 

電力小売市場自由化を前提として

電力託送について考えた場合，需要

に対して余分な供給はできないため，

逆潮流＊7電力より購入電力が多くな

る条件を設定した．また，電力売買

の場合，売電価格が低下傾向にある

近年の動向と連携制御効果の明確化

のため，売電単価と買電単価を等し

いと仮定した．単価は基地局ごとに

該当する電力会社の料金に応じて算

出したものを合計した． 

また，連携制御は2種類のパター

ンで計算を行った．単局視点と広域

＊6 託送：電力会社の送配電網を利用して，発
電した電力を他の場所へ供給すること．

＊7 逆潮流：発電した電力を商用の配電線網に
流すこと． 

 

＊5 設計変数：評価関数を最適化するために変
動させる，変更可能なパラメータ． 
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図4 最適化計算結果 

視点である．単局視点は他局の発電

状況と関係なく単局でPDESPを行

い，予測誤差によって吸収しきれな

かった余剰電力のみ融通するという

手法である．一方，広域視点は他局

の発電状況を把握しながら電力制御

する手法である．この広域視点制御

を実現するために，最適化計算の設

計変数にSOCしきい値を追加した．

これまで，単局視点の場合，優先的

に自局を満充電にしていたが，

SOCしきい値を設定することによ

り，自局をSOCしきい値まで充電

した後はPV発電量の少ない局や

バックアップ時間の少ない局に優先

的に電力融通する．つまり，充電し

すぎて融通を受け取れなかったり，

自局で余剰電力を消費しきるために

限界まで放電するような状況を回避

したりできる． 

4. 電力制御計算結果 
最適化計算結果を図4に示す．軸

が評価関数を示しており，縦軸が耐

災指標，横軸が電気料金を示してい

る．なお，このグラフは表1で示し

た3つの基地局8カ月間合計の計算

結果である．3種類の制御手法で最

適化計算を行っており，1つめは電

力融通を行わない単局における電力

制御（図4（A））である．なお，

（A）の耐災指標0の結果については

充放電を全く行わないことを示して

いるので，制御なしの結果となる．

2つめは単局視点の電力融通ありの

制御（図4（B）），3つめは広域視点

の電力融通ありの制御（図4（C））

である． 

まず（A）の計算結果から，予測

制御により電気料金を削減できてい

ることがわかる．さらに（B）と

（C）の計算結果から，電力融通に

よって電気料金が下がり（図4①），

広域視点にすることによって電気料

金削減に加えて耐災指標が改善（図

4②）していることがわかる．この

ように広域視点の連携制御により，

従来制御に比べてさらなるコスト削

減と災害対策向上の可能性を示した． 

制御なしの場合と，この3種類の

制御（図4（A，B，C））の効果が

大きく表れている耐災指標1.5付近

の電気料金，出力抑制量，自活率を

示した結果を図5に示す．出力抑制

量とは活用できなかった余剰電力量

のことを指している．また，自活率

は消費電力を発電で賄えた割合であ

る．これは，バックアップと余剰電

力活用を両立させるには蓄電池容量

が不足している局と，比較的蓄電池
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図5 3局8カ月分の結果比較（耐災指標1.5付近） 

 

容量が大きい局それぞれの充放電電

力をうまく配分して得られた結果で

ある．つまり，電力融通と広域視点

運用を導入することにより，単局制

御で活用しきれなかった余剰電力を

他局で活用できることを示している．

3局8カ月における制御なしと広域

連携制御を比べると，電気料金は約

8.8％，出力抑制量は約99.9％の削

減，自活率は約6.0％向上できる結

果となった．全体として放電深度を

浅くすることができるため，適切な

制御により蓄電池劣化を抑制し，蓄

電池更改の頻度やコスト削減につな

がることも期待できる．さらに商用

電力削減にもつながり，環境負荷の

低減も期待できる． 

5. あとがき 
本稿では多目的最適化計算による

電力制御を用いた，グリーン基地局

のコスト削減と災害対策の両立につ

いて解説した．本制御技術の導入に

より，電気料金削減や自活率向上だ

けでなく，蓄電池利用の大幅な効率

化が期待できる．今後は多様化する

電気料金プランに対応できる新たな

制御手法についても研究開発を進め

ていく．また，本制御技術は，将来

の移動通信システムの実現に不可欠

な小型基地局にも対応する必要があ

るが，その場合，従来に比べて蓄電

池容量を大幅に削減できる可能性が

ある．今後はさまざまな種類の基地

局導入に向けて研究開発を進めてい

く予定である． 
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